
様式 １ 公表されるべき事項

国立大学法人秋田大学の役職員の報酬・給与等について（令和６年度）

Ⅰ 役員報酬等について

1 役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ②  令和６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
実績を含む。）

③ 役員報酬基準の内容及び令和６年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

当法人の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するに当たって、
他の国立大学法人、国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等
のほか、国・地方公共団体が運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数（当法人1,301人）
や教育・研究事業で比較的同等と認められる、以下の法人等を参考とした。

(1) 国立大学法人福井大学…当該法人は、同じ国立大学法人として教育・研究事業を
実施している（常勤職員数約1,300人）。公表資料によれば、令和5年度の長の年間
報酬額は、16,819千円である。

(2) 事務次官年間報酬額…23,235千円

役員報酬規程において、期末特別手当の支給額については国立大学法人評価委員会が
行う業績評価の結果を参考にして，当該役員の職務の実績に応じ、その額の１００分の１０の
範囲内で増額又は減額することができることとしている。

役員報酬支給基準は、月額、期末特別手当から構成されている。月額に
ついては、秋田大学役員報酬規程に則り、本給月額に通勤手当、単身赴
任手当、寒冷地手当を加算して算出している。期末特別手当についても、
秋田大学役員報酬規程に則り、本給月額に100分の45を乗じて得た額を
加算した額を基礎として、6月に支給する場合においては100分の170、12月
に支給する場合においては100分の175を乗じて得た額としている。

なお、令和６年度では，給与法指定職の改定に準拠し、①令和６年12月１日
より役員報酬のベースアップ、②12月期の期末特別手当の支給割合を0.05月
引き上げを実施した。

法人の長と同様

法人の長と同様

役員報酬支給基準は、日額から構成されている。日額については、
秋田大学役員報酬規程に則り、算出している。なお、令和６年12月１日
より日額800円引き上げている。

役員報酬支給基準は、月額から構成されている。月額については、

秋田大学役員報酬規程に則り、算出している。なお、令和６年12月１日

より月額2,900円引き上げている。
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２ 役員の報酬等の支給状況
令和６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,817 12,500 5,220 97 （寒冷地手当） R6.4.1 ※

千円 千円 千円 千円

14,097 9,876 4,124 97 （寒冷地手当） ※

千円 千円 千円 千円

13,128 9,192 3,839 97 （寒冷地手当） ※

千円 千円 千円 千円

13,179 9,192 3,839
50
97

（通勤手当）
（寒冷地手当） R6.4.1 ※

千円 千円 千円 千円

13,735 9,192 3,839
55

648
（寒冷地手当）
（単身赴任手当） R6.4.1 ◇

千円 千円 千円 千円

957 957 0 0
（ ）

千円 千円 千円 千円

1,185 1,185 0 0
（ ）

R6.4.1

千円 千円 千円 千円

11,003 7,676 3,206
24
97

（通勤手当）
（寒冷地手当）

千円 千円 千円 千円

2,367 2,367 0 0
（ ）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。

 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

３ 役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

法人の長

F理事
（非常勤）

前職

E理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

法人の長

A理事

D理事

B理事

C理事

A監事

B監事
（非常勤）

その他（内容）

秋田大学は本学の理念である１．国際的な水準の教育・研究の遂行、
２．地域の振興と地球規模の課題の解決の寄与、３．国の内外で活躍する
有為な人材の育成に基づき、教育研究の質のさらなる高度化を図り、国内
外の多様な分野において指導的役割を果たす人材を育成することを使命
としており、中期目標・中期計画を基盤として、教育改革、地域連携、国際
化等の具体的な取組みを学長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で、本学の学長は、職員数1,301名の法人の代表として、その
業務を総理するとともに、公務を司り、所属職員を総督して、経営責任者と
教学責任者の職務を同時に担っている。

学長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
36,138千円と比較した場合の約49%となっており、また事務次官の年間給
与額23,235千円と比べてもそれ以下となっている。

また、他の同規模大学の長の令和５年度の報酬水準（福井大学、島根
大学及び三重大学の長）の平均報酬17,561千円）と同水準となっている。

こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水準は
妥当であると考えられる。
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理事

理事（非常勤）

秋田大学は本学の理念である１．国際的な水準の教育・研究の遂行、
２．地域の振興と地球規模の課題の解決の寄与、３．国の内外で活躍する
有為な人材の育成に基づき、教育研究の質のさらなる高度化を図り、国内
外の多様な分野において指導的役割を果たす人材を育成することを使命
としており、中期目標・中期計画を基盤として、教育改革、地域連携、国際
化等の具体的な取組みを学長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で、本学の理事は、職員数1,301名の法人の理事として、その
業務を総理する学長を補佐する職務を担っており、また、理事の年間報酬
額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬36,138千円と比較し
た場合の半分以下となっており、また事務次官の年間給与額23,235千円
と比べてもそれ以下となっている。

また、他の同規模大学の理事の令和４年度の報酬水準（福井大学、島
根大学及び三重大学の理事の平均報酬13,934千円）と令和５年度の報
酬水準（同平均報酬14,063千円）と同水準となっている。

こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水準は
妥当であると考えられる。

秋田大学は本学の理念である１．国際的な水準の教育・研究の遂行、
２．地域の振興と地球規模の課題の解決の寄与、３．国の内外で活躍する
有為な人材の育成に基づき、教育研究の質のさらなる高度化を図り、国内
外の多様な分野において指導的役割を果たす人材を育成することを使命
としており、中期目標・中期計画を基盤として、教育改革、地域連携、国際
化等の具体的な取組みを学長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で、本学の非常勤理事は、職員数1,301名の法人の非常勤理
事として、その業務を総理する学長を補佐する職務を担っている。また、他
の同規模大学の非常勤理事の令和５年度の報酬水準（福井大学、島根
大学及び三重大学の非常勤理事の平均報酬約1,654千円）と同水準に
なっている。

こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水準は
妥当であると考えられる。
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監事

監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

秋田大学は本学の理念である１．国際的な水準の教育・研究の遂行、
２．地域の振興と地球規模の課題の解決の寄与、３．国の内外で活躍する
有為な人材の育成に基づき、教育研究の質のさらなる高度化を図り、国内
外の多様な分野において指導的役割を果たす人材を育成することを使命
としており、中期目標・中期計画を基盤として、教育改革、地域連携、国際
化等の具体的な取組みを学長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で、本学の監事は、職員数1,301名の法人の監事として、本学
の保有財産及び理事の業務執行を監査しており、また、他の同規模大学
の監事の令和５年度の報酬水準（福井大学、島根大学及び三重大学の監
事の平均報酬約11,827千円）と同水準となっている。

こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水準は
妥当であると考えられる。

秋田大学は本学の理念である１．国際的な水準の教育・研究の遂行、
２．地域の振興と地球規模の課題の解決の寄与、３．国の内外で活躍する
有為な人材の育成に基づき、教育研究の質のさらなる高度化を図り、国内
外の多様な分野において指導的役割を果たす人材を育成することを使命
としており、中期目標・中期計画を基盤として、教育改革、地域連携、国際
化等の具体的な取組みを学長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で、本学の非常勤監事は、職員数1,301名の法人の非常勤監
事として、本学の保有財産及び理事の業務執行を監査しており、また、他
の同規模大学の非常勤監事の報酬水準（福井大学、島根大学及び三重
大学の監事の令和５年度の平均報酬約1,368千円）より，高額となっている
が、これは非常勤監事を日給制から月給制に給与制度を変更したためで
ある。

こうした職務内容の特性や他法人等との比較を踏まえると、報酬水準は
妥当であると考えられる。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立

大学法人、民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥
当であると考える。
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４ 役員の退職手当の支給状況（令和６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

監事B
（非常勤）

理事F
（非常勤）

理事D

理事E
（非常勤）

監事A

理事A

理事B

理事C

法人での在職期間

法人の長
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５ 退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６ 業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当者なし

理事B 該当者なし

法人の長

理事A

理事E
（非常勤）

理事D

理事C

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

該当者なし

理事F
（非常勤）

監事A

監事B
（非常勤）

判断理由

該当者なし

該当者なし

該当者なし

該当者なし

役員報酬規程において、期末特別手当の支給額については国立大学法人評価委員
会が行う業績評価の結果を参考にして、当該役員の職務の実績に応じ、その額の１００分
の１０の範囲内で増額又は減額することができることとしており、今後も継続する予定である。

該当なし
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Ⅱ 職員給与について
１ 職員給与についての基本方針に関する事項

③  給与制度の内容

④  給与制度の令和６年度における主な改定内容

① 職員給与の支給水準の設定等についての考え方

② 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
の仕組み及び導入実績を含む。）

当法人職員の給与水準を検討するにあたって、他の国立大学法人等、国家公務員
のほか、2024年（令和6年）職種別民間給与実態調査によるデータのうち、企業規模別
（当法人1,301人）・職種別平均支給額を参考にした。

(1) 国立大学法人福井大学…当該法人は、教育・研究事業において類似する国立
大学法人であり、法人規模についても同等（常勤職員数約1,300人）となっている。

(2) 国家公務員…令和6年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平
均給与月額は405,378円となっており、本学の全職員の平均給与月額は437,057円
となっている。

(3) 職種別民間給与実態調査において、当法人と同等の規模や職種の大学卒の４月
の平均支給額は、220,368円となっている。

当法人においては、 職員の勤務成績に応じた勤勉手当支給割合の増減、昇給及び
昇格・降格の措置を実施している。

旧年俸制適用教員において業績給（給与全体の約30％）を導入している他、新年俸制
適用教員においては外部資金の獲得状況に応じて業績給を支給している。

国立大学法人秋田大学職員給与規程に則り、本給及び諸手当（管理職手当、医師調
整手当、異動保障手当、広域異動手当、扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手
当、招へい手当、特別貢献手当、義務教育等教員特別手当、手術看護手当、衛生管理
者等手当、業務付加手当、看護職員等調整手当、附属幼稚園教員等調整手当、
診療看護師手当、寒冷地手当、特殊勤務手当、入試手当、超過勤務手当、休日給、

夜勤手当、期末手当及び勤勉手当）としている。
期末手当については、期末手当基礎額（本給＋扶養手当＋異動保障手当＋広域異動

手当＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に6月に支給する場合においては100分の122.5、
12月に支給する場合においては100分の127.5を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間に
おけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本給＋異動保障手当＋広域異動手当＋役職
段階別加算額＋管理職加算額）に勤勉手当の取扱いに定める基準に従って定める割合
を乗じて得た額としている。

令和６年度では、４月１日から、診療看護師について、業務内容を鑑み、①診療看護師
手当の見直し、②宿日直手当及び③待機手当を追加した。また、医師について、勤務時
間外の待機場所を院内から自宅へ変更することに伴い、待機診療手当の勤務箇所を見直
した。併せて、災害時派遣手当の支給対象職員についても見直した。12月１日から、一般

職給与法が適用される国家公務員の給与改定を踏まえ、当該改定に準じて、①本給表のベー
スアップ、②12月期の期末・勤勉手当の支給割合を、0.10月引き上げ、③医師調整手当の増
額、④寒冷地手当の増額の改定を実施した。また、令和６年度診療報酬改定において新設さ
れた「ベースアップ評価料」に基づき、附属病院に勤務する医療系職員等に対して、医療従事
者調整一時金を支給するための改定を実施した。
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２ 職員給与の支給状況

① 職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

890 46.7 6,799 4,907 35 1,892
人 歳 千円 千円 千円 千円

266 42.9 5,780 4,182 35 1,598
人 歳 千円 千円 千円 千円

252 53.7 8,814 6,275 25 2,539
人 歳 千円 千円 千円 千円

249 44.7 5,953 4,355 39 1,598
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 41.3 6,730 4,914 37 1,816
人 歳 千円 千円 千円 千円

44 45.2 6,721 4,874 75 1,847
人 歳 千円 千円 千円 千円

54 44.5 6,050 4,404 30 1,646
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 60.8 13,117 9,277 16 3,840

人 歳 千円 千円 千円 千円

11 63.4 3,352 2,826 94 526
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 63.4 3,352 2,826 94 526
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

337 32.2 4,499 3,391 26 1,108
人 歳 千円 千円 千円 千円

20 46.8 2,838 2,076 45 762
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 53.8 8,788 6,256 8 2,532
人 歳 千円 千円 千円 千円

25 35.3 3,195 2,942 20 253
人 歳 千円 千円 千円 千円

220 29.4 4,718 3,523 24 1,195
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 48.3 3,149 2,341 47 808
人 歳 千円 千円 千円 千円

63 33.5 4,705 3,492 27 1,213

注１：常勤職員については、在外職員を除く。
注２：「年間給与額」は、時間外手当を除く給与の額

注３：「教育職種（附属高校教員）」とは、附属特別支援学校教員を示す。
注４：「教育職種（附属義務教育学校教員）」には、附属幼稚園教員を含む。
注５：「指定職種」とは、特に指定された高度な業務を行う職種を示す。
注６：「技能・労務職種」とは、作業員等を示す。
注７：常勤職員のその他医療職種（看護師）、再雇用職員の医療職種（病院看護師）、医療職種（病院医療技術職員）、

については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、区分以外は
記載せず、全体の数値からも除外している。

注８：常勤職員の医療職種（病院医師）、在外職員及び任期付職員並びに再雇用職員の教育職種（大学教員）、医療
職種（病院医師）については、該当者がいないため記載を省略した。

医療職種
（病院医療技術職員）

人員

教育職種
（附属高校教員）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

常勤職員

事務・技術

指定職種

その他医療職種
（看護師）

医療職種
（病院看護師）

再雇用職員

区分

教育職種
(附属義務教育学校教員)

医療職種
（病院医療技術職員）

うち賞与総額 うち所定内平均年齢
令和６年度の年間給与額（平均）

医療職種
（病院医療技術職員）

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

医療職種
（病院医師）

8



〔年俸制適用者〕

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

183 42.6 7,292 6,016 27 1,276
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 43.8 9,120 9,120 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

180 42.6 7,262 5,965 27 1,297

人 歳 千円 千円 千円 千円

35 46.6 6,420 6,138 38 282
人 歳 千円 千円 千円 千円

35 46.6 6,420 6,138 38 282
注：在外職員、任期付職員及び再雇用職員については、該当者がないため記載を省略した。

区分 人員 平均年齢
令和６年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内 うち賞与

常勤職員

外国人年俸制
適用教員

教育職種
（大学教員）

非常勤職員

教育職種
（大学教員）
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② 年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注2：20-23歳の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、

年間給与額については表示しない。

注１：３２-３５歳及び３６-３９歳の該当者は４人以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあること
から、年間給与額の第１・第３四分位については表示しない。

注２：年俸制適用者を含む。以下、④まで同じ。
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

3 56.2 9,040

25 52.0 7,589

69 49.0 6,483

95 42.0 5,572

24 36.9 4,984

50 33.6 4,300

注：「部長」には「副理事」を含み､ 「課長」には「事務長」及び一部の「室長」を含み､ 「係長」には「主査」

を含み､ 「係員」には「課員」を含む。

注2：「部長」の該当者は３人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、

年間給与額の最高給与額及び最低給与額については記載していない。

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

102 57.3 10,171

90 52.0 8,300

29 50.1 7,642

31 50.3 6,735

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

1

4 54.5 7,830

27 51.2 6,730

55 46.4 6,154

162 42.7 5,632

注1： 「看護部長」の該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

平均年齢及び年間給与額については記載していない。

注2：「副看護部長」の該当者は４人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、

年間給与額の最高給与額及び最低給与額については記載していない。

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

係長 6,801～4,559

主任 6,095～4,365

係員 5,141～3,546

千円

部長

課長 9,638～6,444

課長補佐 7,848～5,099

教授 12,753～8,330

准教授 10,059～7,011

講師 8,587～6,737

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

千円

看護部長

副看護部長

看護師長 7,321～6,160

助教 7,452～5,761

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

副看護師長 7,002～5,100

看護師 6,424～4,870
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④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

53.9 53.4 53.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

46.1 46.6 46.4

％ ％ ％

         最高～最低 55.8～42.5 58.5～42.8 57.3～42.7

％ ％ ％

54.5 54.4 54.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

45.5 45.6 45.5

％ ％ ％

         最高～最低 50.2～42.1 50.2～42.4 50.2～42.3

（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

52.5 52.1 52.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

47.5 47.9 47.7

％ ％ ％

         最高～最低 50.2～43.9 50.2～44.1 50.2～44.0

％ ％ ％

54.9 54.7 54.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

45.1 45.3 45.2

％ ％ ％

         最高～最低 50.2～41.8 50.2～41.7 50.1～42.0

（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

50.1 50.1 50.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

49.9 49.9 49.9

％ ％ ％

         最高～最低 53.6～47.3 53.5～47.4 53.5～48.8

％ ％ ％

54.9 54.7 54.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

45.1 45.3 45.2

％ ％ ％

         最高～最低 50.2～41.6 50.2～41.7 49.6～41.7

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（令和６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

区分

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）
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３ 給与水準の妥当性の検証等

（事務・技術職員）

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案 ８１．４
・年齢・地域勘案  ９１．２
・年齢・学歴勘案  ８０．６
・年齢・地域・学歴勘案   ９０．５
（参考）対他法人 ９５．９

国に比べて給与水準が
高くなっている理由

給与水準の妥当性の
検証

【支出予算の総額に占める国からの支出の割合 26％】
（国からの財政支出額：10,493百万円、予算の総額：39,611百万円：令和6年度予算）

【累積欠損額 0円（令和５年度決算）】
【管理職の割合 ７．３％（常勤職員数1,075名中78名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 ７９．６％（常勤職員数1,075名中856名）】

【検証結果】
（法人の検証結果）
対国家公務員８１．４、国からの財政支出の割合が26％であることから、適切
な給与水準の状況であると思われる。

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員
の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国
家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につい
て、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関す
る基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与、他の国立大学法人の給与及び民間企業
の従業員の給与等を総合的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定して
おり、法人における給与水準の妥当性の検証結果から、適切な対応が執ら
れていると考える。引き続き、適切な給与水準の設定に努めていただきた
い。

講ずる措置 今後も適切な給与水準の維持に努めていく。
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（医療職員（病院看護師））

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標 ８６．４
（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、令和６年度の

教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。
なお、平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））との給与
水準（年額）の比較指標である。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案  ９７．１
・年齢・地域勘案  １００．５
・年齢・学歴勘案 ９７．８
・年齢・地域・学歴勘案   １００．６
（参考）対他法人 ９６．７

国に比べて給与水準が
高くなっている理由

給与水準の妥当性の
検証

【支出予算の総額に占める国からの支出の割合 ２６％】
（国からの財政支出額：10,493百万円、予算の総額：39,611百万円：令和6年度予算）

【累積欠損額 0円（令和５年度決算）】

【管理職の割合 ７．３％（常勤職員数1,075名中78名）】
【大卒以上の高学歴者の割合７９．６％（常勤職員数1,075名中856名）】

【検証結果】
（法人の検証結果）
対国家公務員９７．１、国からの財政支出の割合が２６％であることから、適
切な給与水準の状況であると思われる。

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員
の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国
家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につい
て、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関す
る基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与、他の国立大学法人の給与及び民間企業
の従業員の給与等を総合的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定して
おり、法人における給与水準の妥当性の検証結果から、適切な対応が執ら
れていると考える。引き続き、適切な給与水準の設定に努めていただきた
い。

講ずる措置 今後も適切な給与水準の維持に努めていく。

15



４ モデル給与

（扶養親族がいない場合）

事務・技術職員

○２２歳（大卒初任給）

月額220,000円 年間給与3,323,000円

○３５歳（主査）

月額281,200円 年間給与4,748,000円

○５０歳（総括主査）

月額369,600円 年間給与6,304,000円

教育職員

○２７歳（博士課程修了初任給）

月額323,600円 年間給与4,969,000円

○３５歳（講師）

月額379,400円 年間給与6,883,000円

○５０歳（准教授）

月額452,300円 年間給与8,141,000円

※ 扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円，

子１人につき10,000円）を支給

５ 業績給の仕組み及び導入に関する考え方

旧年俸制適用教員において業績給（賞与及び退職手当相当額を含み，
給与全体の約30％に設定）を導入している他、新年俸制適用教員にお
いては外部資金の獲得状況に応じて業績給を支給している。
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Ⅲ 総人件費について

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)
注１： 「非常勤役職員等給与」においては、寄附金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る

費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「17 役員及び教職員の給与
の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

注２：最広義人件費については千円未満切り捨てのため、各項目の合計額とは必ずしも一致しない。

総人件費について参考となる事項

①総人件費の増減について
「給与、報酬等支給総額」、「最広義人件費」の対前年度比及び増減要因
（1）「給与、報酬等支給総額」（対前年度比2.7％増）

増減の主な要因としては、令和６年人事院勧告を参考とした職員給与規程の改正に伴い、
本給の引き上げ及び期末・勤勉手当支給月数引上げ、寒冷地手当等の引き上げを行った
ことにより、給与・報酬等支給総額の増加があった。

（２）「最広義人件費」（前年度比5.6％増）
増減の主な要因としては、退職者が前年度よりも増加したことによる退職手当支給額の増加

等により全体としては増となった。

Ⅳ 定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

 事務・技術職員及び医療職員（病院看護師等）の定年年齢は６１歳である。
事務・技術職員及び医療職員（病院看護師等）については、令和５年４月１日に定年年齢を
６０歳から６１歳に引き上げた。定年年齢の引上げに伴い、管理監督職の職員は非管理監督職
に降任する制度を設けているほか、６０歳に達した年度以降の給与は、６０歳時の基本給の７割
水準とすることにした。

Ⅴ その他

特になし

区 分

給与、報酬等支給総額
8,970,138 8,911,262 9,153,300

654,990

5,401,835

2,148,774

17,358,900

福利厚生費
2,042,065 2,094,555

最広義人件費
16,606,937 16,440,387

退職手当支給額
599,765 398,967

非常勤役職員等給与
4,994,968 5,035,601
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